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李克強総理の動向 

田中  修 
はじめに 
李克強総理は、全人代政府活動報告の準備活動として、1 月 17 日に「専門学者・企業界

人士座談会」、1 月 23 日に国務院全体会議を開催した。本稿では、会議の概要を紹介する。 
 
１．専門学者・企業界人士座談会（1 月 17 日） 
 主要な出席者、及び李克強総理の発言の概要は以下のとおりである（中国政府網 2014 年

1 月 17 日）。 
（１）出席者 
①学者・エコノミスト： 
 劉偉（北京大学）、王一鳴（国家発展・改革委員会マクロ研究院）、馬駿（ドイツ銀行グ

レートチャイナ地域）、薛瀾（清華大学）、樊綱（中国体制改革研究会）、霍建国（商務部研

究院） 
②企業関係者：五鉱集団、南車公司、騰訊公司、小米公司の各代表 
③政府側：張高麗・劉延東・汪洋・馬凱各副総理、楊晶・王勇各国務委員 
 
（２）李克強総理の発言 
 今年の経済発展は、なおマクロ政策をしっかり把握し、案をしっかり準備することによ

り、経済運営を合理的区間に維持し、市場に安定した予想をもたらさなければならない。

改革促進・構造調整に力を入れ、実際の措置のみならず実質的な進展がなければならない。 
核心は、政府・市場の関係をうまく処理し、政府に誤ったところがあり足らざるところ

があるという問題をしっかり解決しなければならないということである。人民の利益に重

きを置き、管理すべきでない事項は断固として手放し、無用に頭を悩まして政策決定を行

うことを避けなければならない。 
公共監督管理の強化に確実にしっかり取り組み、ハードな措置を用いて公平な競争の市

場環境を作り上げ、企業の発展とりわけ新たな業態の成長のために余地を開拓しなければ

ならない。 
 
２．国務院全体会議（1 月 23 日） 
「政府活動報告（意見徴求稿）」が審議された。李克強総理の講話の概要は以下のとおり

である（新華網北京電 2014 年 1 月 23 日）。 
（１）2013 年の総括 
 2013 年は 18 回党大会後の第一年であり、今期政府のスタートの年であった。錯綜し複
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雑な情勢に対し、我々は安定の中で前進を求めるという政策の総基調を堅持し、安定成長・

構造調整・改革促進を統一的に企画し、マクロ・コントロール方式を刷新した。改革の深

化を通じて市場の活力を奮い立たせ、政策の安定を通じて社会の予想を誘導し、供給の最

適化を通じて構造調整を促進し、メカニズムの刷新を通じて民生を保障・改善した。 
 年間で 7.7％の経済成長を実現し、同時に物価水準を相対的にかなり低く維持し、雇用を

持続的に拡大し、民生を不断に改善した。この成果は容易なものではなく、行ってみて有

効だったいくつかの方法は真剣に総括し堅持するに値するものである。 
 
（２）2014 年の政策 
 2014 年、我々が直面する情勢は依然峻厳であり、任務は非常に繁雑で荷が重い。安定の

中で前進し、改革・イノベーションを行うことを堅持し、経済社会の持続的で健全な発展

を維持することに、なおたゆまぬ努力を払わなければならない。当面、各地方・各部門は 1
－3 月期の重点政策をしっかり行うことに力を入れ、1 年のために好スタートを切らなけれ

ばならない。 
①経済情勢を密接にフォローアップ・分析する 
 動向を正確に検討・判断し、萌芽的・傾向的問題を遅滞なく発見し、試練に対応しリス

クを防止する各準備をしっかり行い、経済政策の主動権をしっかりと把握する。 
 すでに手配された改革・発展の任務を早急に実施し、すでに基礎のあるものは推進を加

速しなければならない。 
②冬・春の農業生産をしっかり行う 
 食糧備蓄をしっかり行い、農地水利建設を強化し、春季耕作をしっかり準備し、種子・

化学肥料・ディーゼル油等の供給と価格の安定を保障する。とりわけ、被災地域の生産の

回復をしっかり行わなければならない。鳥インフルエンザ等の重大な家畜・家禽の疾病を

科学的に防止・制御しなければならない。 
③経済運営の調節をしっかり行う 
 石炭・電力・石油・ガス・運輸の需給動態のモニタリングを強化し、重要商品の市場供

給の充足と価格の安定を保障する。旅客・貨物の輸送を統一的に企画・按排し、大衆が順

調・安全に移動することを保証する。市場の監督管理を強化し、食品の安全を保障する。 
④基本的な民生を確実にしっかり保障する 
 被災地の大衆が冬を越せるようしっかり手配し、都市・農村の困窮した大衆の生活を適

切に按排する。出稼ぎ農民の未払い賃金の清算を引き続き強化し、就職サービスを更に強

化する。 
⑤安全生産管理を強化する 
 安全生産の隠れた弊害を深く綿密に検査し、重大・特大事故の発生を厳格に防ぎ、人民

大衆の生命の安全を保障する。 
（1 月 28 日記） 


